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講義時間 開講方法 配信会場 受講料（社）（税別） 最低参加人数 

約 2時間 「zoom」システム JAHRA愛媛本部 １５０，０００円 ５名 

 

開催時間 カリキュラム カリキュラム概要 

【第 1講】 住宅内空気の重要性について 
一般の方に空気の重要性を説明するために、知っているようで知らない空気の

特徴、空気の大切さについて、空気と健康の関係について解説します。 

【第 2講】 「空気」を御社の強みの一つにする方法 
室内空気を御社強みの一つとして取り入れるために、シックハウス問題の現状

の理解、最先端の空気測定の導入、空気測定結果の活かし方について解説します。 

受講生員数超過時 １名追加時１０，０００円/名 加算されます。 

 

受講申込書 

御社名  電話/FAX  

ご住所  担当者氏名  携帯電話： 

参加人数 名（受講生名簿別途提出） メール番号  

＊開催希望日 ①    /    ②    /    ③    / ＊開講希望時間 午前・午後  （    ）時～（    ）時 

財団助成金 □希望する    □希望しない 受給資格確認 □JAHRA賛助会員   □監理組合組合員  

□受講申込要領 

1.本書に必要事項をご記入の上、FAXにてお申込み下さい。（FAX/03-3473-1357） 

2.ご希望の開講日、開講時間等に基づき、石坂先生と、開講日程調整を事務局にて実施します。＊ 

3.受講生名簿、財団助成金制度利用申込書（受給資格事業者）は、追ってご提出をご案内いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

三浦工業株式会社入社後、愛媛大学

大学院農学研究科の環境産業科学研

究室の助教を経て、現在は一般社団

法人全国健康・省エネ住宅普及振興

機構（JAHRA）の会長。 

室内空気中の化学物質の 100 種類

以上が検出可能なパッシブサンプラ

ー「エアみる」の開発者。室内空気、シ

ックハウス調査の専門家。 

＊JAHRAは健康と省エネ、並びに地球環境に配慮した無添加建材、施工技術を事業利用した住宅事業の普及振興を図るため、株式会社無添加住宅

の広報外郭団体として組織しております。 又、JAHRA/TVOC 検査キットによる空気環境測定住宅で、適正規準を満たす場合、室内空気環境優良住宅認証制式（貼付

型の IEPマーク）、及び認証証を発行しております。 

【JAHRA空気知識補強シリーズ】 

～住宅室内空気中有害物質の健康への影響を知り、貴社の家づくりに生かす～ 

「住宅室内空気環境実践知識修得研修開催要項」 

 

 

 
 

 
 

 

 

開催のご案内 
 

■主宰 
 

住宅内の空気は住まい手の健康や快適性に大きな影響を与えています。住宅の

高断熱・高気密化に伴い、住宅内の空気環境の安全性や快適性は最重要視されてい

くことが予想されます。正しい知識やエビデンスに基づいた健康・快適な住宅の提

案の準備は出来ていますか？ 

ＪＡＨＲＡが制度化する空気測定士の資格は、単に、正確な測定技能を有するだけ

でなく、住宅内に潜む有害物質の知識、及びこれに起因する被害を住宅ユーザーへ

専門的立場で指導できることが求められ、その結果、住まう人の健康を重視した家

づくりメーカーとしての立ち位置を創造することも目的としなければなりません。 

本研修は、JAHARA空気測定士（初級）資格予定者や啓発目的の資格者以外の

一般営業等社員を対象に、住宅内に潜む有害物質、及び当該物質が居住者の健康

に及ぼす被害を、高度専門的な見地から一般ユーザーへ指導する知能を有する教養

専門職者としての権威を修得するため、下記の内容にて開催します。 

（＊初級資格者は中級研修に代替可能です。） 

 

 

JAHRA会長/上席講師紹介 

■協賛 

 

 

JAHRA 会長 石坂閣啓 

 

JMAF財団 
訓練助成金 
30％適用 
（上限 5万/名） 

■ JMAF財団訓練助成金適用 【集合型訓練助成金/助成率 30％（上限５万/名）】 

当会は、ＪＭＡＦ財団の認定監理団体に指定されており、財団研修助成金を活用して受講できます。尚、助成金受給資格事業者は、当会を含む財団

認定監理団体の組合員、会員（該当年度の年会費納付者）に限定されています。助成金の概要はＪＭＡＦ財団公式サイトにて確認ください。 

＊財団への支給申請は、不正受給防止のため当法人が代行しますので、利用者の手続きは不要です。（受講申込者へ事務局よりご案内します） 

＊代行申請事務費（5,000 円）を要しますが、支給額からの控除納付につき直接の納付はありません。 

 
 

 

 

開催のご案内 
 


